戦乱のベトナムと仏教者の鈴木宗憲 by 大澤 広嗣
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重慶の蔣介石 権に送られた支援物資の経路すなわち援蔣ルートの遮断、及び石油・ゴムの資源の獲得を目的としたからである。すでにフランスはドイツに対し同年六月に降伏して、親独のビシー政権が誕生していた。そして一九四一年七月には日仏印共同防衛協定の締結により南部仏印にも進駐した。仏印は、日本軍の南進拠点として、戦争遂行のための重要な役割を果たす であった。この仏印進駐によりアメリカは対日制裁措置として、在米日本資産凍結と対日石油全面禁輸 行っ 。その結果、一九四一年一二月の開戦に至る要因の一つとなったのである　
本論で言及する大日本仏教会の印度支那派遣仏教団が編成されたのは、右記の状況を背景として、仏教界か








唱えた旧宗主国であるフランスによって第一次インドシナ戦争が勃発するも、一九五四年五月にディエンビエンフーでフランス軍は降伏した。同年七月にはジュネーブ協定が調印され休 った。これ よりベトナム、ラオス、カンボジアのインドシナ三国での休戦が決まり ベトナムでは北緯一七度線付近に暫定の軍事境界線が設定され 南北に分断することになった。南北朝鮮、中国・台湾と並んで、東西冷戦下の分断国家となったのである。　
一方で、第二次世界大戦期にてベトナムに進駐した日本は、この頃から賠償問題の解決を進めた。一九五七
年一一月、岸信介内閣総理大臣は、ベトナム共和国（南ベトナム）を訪問して ゴ・ディン・ジエム（呉廷琰）政権が全ベトナ を代表する合法的な政権として、戦時賠償 交渉を開始した。 九五九年五月、日本政府はベトナム共和国と 賠償協定に調印し、同年一二月には国会で同国との戦時賠償 を批准した。　
ベトナムでは内戦が激化し、アメリカが関わっていく。一九六〇年一二月に南ベトナム解放民族戦線が結成
















一九一六（大正五）年に仏教連合会が発足して、一九三八（昭和一三）年七月に文部省所管の財団法人として設立登記され、一九四〇 は財団法人大日本仏教連合会と改称した。さらに一九四一年三月には興亜仏教協会を吸収して、財団法人大日本仏教会として再編され この合併は内閣 設置された対中国行政の事務機関である興亜院の指導によるものであっ　
大日本仏教会の初代会長は、真宗木辺派管長の木辺孝慈（浄土真宗本願寺派第二二代宗主大谷光瑞の実弟） 、
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。興亜局の予算は、第一目「文化事業費」 （二五万円） 、第二目「連絡費」 （一万五千円） 、第三目「調査費」
（一万一千円）で、合計二七万六千円となる。ただし備考として「本予算案ハ大東亜省、文部省ヨリ各二万円宛ノ補助金、一般有志ヨリ拾万円、寄附金ヲ受クル目途ヲ以テ編成セルモノナリ」とあった。つまり総額の内訳は、大日本仏教会の収入の元となる加盟宗派の負担金に、政府の補助金と一般寄附金を加算したものが予算案として計上されていた である。　
予算案のうち、多額を占める第一目「文化事業費」には、外地派遣留学生団費（一一万七千円）が計上さ














































































言宗の流れを汲むが、当時は戦時体制により古義と新義 真言宗各派は一派に合同されていた。そのため真言宗代表として、合同前は新義真言宗豊山派 属していた大正大学出身の飯塚栄斧が選抜 たのであろう。　
派遣は、先の要項と実際には異なり、一九四三（昭和一八）年の四月ではなく七月出発となり、インドシナ


































































































































































































































































































同会議では六月二九日、京都の大雲院仏教会館で、 「 仏教徒弾圧殉難者の慰霊法要と抗議の集 」
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として政治的な立場に巻き込まれるこ は否めない。 かし現代に生きる我々 鈴木 ように、学究の立場から同時代の問題に対して発言を続けた仏教者がいたことを記録 ておかねばなるまい。
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 当該の資料群に関する目録は 増上寺史料編纂所編『増上寺史料集』附巻（大本山増上寺、一九八三年）における「大日本仏教会」 （五二二～五三〇頁）を参照。
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（
13） 立花俊道「印度支那へ一」 （ 『中外日報』第一三 八八号、一九四三年四月一一 ） 、一面。
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竜山章真の所論に関連して」 （ 『中外日報』第一三〇九五号、一九四三年四月二〇日） 、一面。
（
18） 天野敬太郎編『大東亜資料総覧』 （大雅堂、一九四四年）は、当該地域に関する文献目録で、同書を見ると南方仏教関係は、竜山章真の前掲『南方 様態』のほか、伊与田円止『南方民族の宗教』 （宝雲舎、一九四二年） 、仏教研究会編『南方圏の宗教』 （大東出版社、一九四二年） 、大日本仏教会編『南方宗教事情とそ 諸問題』 （東京開成館、一九四二年） 、中島莞爾『南方共栄圏の仏教事情』 （甲子社書房、一九四二年） 佐藤致孝『泰国の 事情』 （会通社、一九四三年）の書名が所収される。論文は多数ゆえ省略する。
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上」 （ 『中外日報』第一三八九七号、一九四六年六月一八日） 、一面。同記事は、中（同月一九日、
第一三八九八号） 、下（同月二一日、第一三八九九号）と連載が続いた
 
飯塚は、 『中外日報』において、他にもインドシナ関係の記事を書いた 「安 の寺院と生活」は 一（ 六 月六日、
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第一三九四三号） 、二（同月七日、第一三九四四号） 、三（同月一〇日、第一三九四五号） 、四（同月一三日、第一三九四七号） 、五（同月一四日、第一三九四八号） 、六（同月二〇日、第一三九五一号） 。 「安南の阿弥陀仏
│
なもあぢだは」は、上
（一九四六年一〇月一二日、第一三九六四号） 、下（同月一五日、第一三九六五号） 。飯塚は、高崎市立大学（現在の高崎経済大学）の助教授にあった一九五四年に没した。 「初期越南仏教についての考察」 （ 『大正大学研究紀要』第四一輯、一九五六年）が遺稿となり、没後に蔵書が寄贈され高崎経済大学附属図書館に飯塚文庫として所蔵されている。
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あまりにも取引的な政策」 （ 『世界』第一六〇号、岩波書店、一九五九年） 、
二六四頁。
（
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（
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（
45） 前掲、二五二頁。なお鈴木宗憲「南ベトナム仏教徒への弾圧の問題点」 （ 『中外日報』第一八一六一、一八一六二号、一九六三年九月三、四日）でも、この問題を論じている。
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50） 訃報記事「鈴木宗憲氏」 （ 『赤旗』第一四二二八号、日本共産党中央委員会、一九九〇年四月一八日） 、一五面。
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（53） 沢田勲「故鈴木宗憲先生を偲ぶ」 （ 『金沢経済大学論集』第二四巻第一号、一九九〇年） 、一一五頁。引用文中で沢田が記したレッドパージとは、一九四八（昭和二三）年に龍谷大学で起きた鈴木宗憲、森龍吉らの教員適格審査に伴う辞職問題を指す。詳しくは、前掲の 「続・若き日の森龍吉
│
堅田前期の思想形成」を参照。
（
54） 前掲、鈴木宗憲「学生時代の森龍吉君と思想形成」 、一〇一～一〇二頁。
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